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小鹿野町旧長若中学校利活用事業募集要項

１ 趣旨

小鹿野町（以下「町」という。）では、旧長若中学校利活用基本計画の基本方針

に則り、旧長若中学校を有効に利活用し、町の活性化に資するため、町の産業振興

及び地域コミュニティの活性化など公益性の高い事業、さらには新たなビジネスチ

ャンスを創出できる提案事業者を募集します。

２ 施設の概要

本施設は、中心市街地の南東約４km に位置し、主要地方道県道２０９号線 沿

いにあります。施設は鉄筋コンクリート２階建ての校舎棟に体育館、グラウンド、

テニスコートなどが併設されています。

本施設の周辺は、民家が点在するのどかな田園風景が広がり、約２㎞の所に秩父

札所３２番法性寺が、また約４km 先には本町と秩父市にまたがって広がる県営・

秩父ミューズパークなどがあります。

また、最寄り駅の西武秩父駅まで約 10km、車で約 20 分の距離にあります。

３ 事業提案の諸条件

(1) 応募資格

事業提案者は、法人格を有する事業者または法人格を有する複数の事業者に

よって構成されるグループでなければなりません。ただし、次に掲げる者は事

業提案者並びにその構成員（以下、「事業提案者」という。）となることはでき

ません。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各

号の規定に該当する者

イ 応募受付期間において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１

７条に規定する更生手続き開始の申立てがなされている者（同法第１９９

条に規定する更生計画認可の決定を受けている者を除く。）、又は民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）第２１条に規定する再生手続き開始の申

立てがなされている者（同法第１７４条に規定する再生計画認可の決定を

受けている者を除く。）

ウ 事業提案者及び関係者に破産者又は禁固以上の刑に処せられている者が

いる者

エ 法人税、消費税並びに地方消費税のほか義務付けられている税を滞納して

いる者

オ 事業提案者及び関係者が、次の各号のいずれかに該当するもの、又は次の

各号に掲げる者が法人、又は団体の経営に実質的に関与している者

(ｱ) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第２項に関する暴力団をいう。以下同じ。）
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(ｲ) 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

(ｳ) 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

(ｴ) 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的、又は第三者に損

害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者

(ｵ) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、

直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与してる者

(ｶ) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

(ｷ) 宗教活動、又は政治活動を行う者

(ｸ) 個人、若しくは法人や任意団体の役員において、破産者又は禁固以上

の刑に処せられている者がいる者

(2) 事業提案

次の各号に掲げる地域活性化に資する公益性の高い事業の提案を求めます。

なお、事業を実施するにあたり、利用料の有無は問いません。

ア 町や地元の活性化に資する有効的かつ公益性の高い事業の提案

イ 世代を超えた交流や地域文化伝統の継承など地域コミュニティ活性化を

促進する提案

ウ 地場産業の振興と新たなビジネスチャンスの創出により移住定住人口を

増やし地域経済の活性化に資する提案

(3) 法令等の遵守

提案事業の内容によっては、建築基準法、消防法等の関係法令に抵触する場

合がありますので、施設整備及び事業運営にあたっては関係する法令等を遵守

してください。また、事故発生など緊急時や災害時などにおける利用者の安全

確保対策に十分配慮してください。

(4) 地域住民への配慮

事業実施に当たっての事前説明など、地域住民に対しては誠実に対応してく

ださい。

事業提案には地域住民等が自由に立ち入り、交流できる空間を設け、施設の

改修や運営にあたっては、地域住民への説明や連携を行うなどして良好な信頼

関係の構築や周辺の自然及び居住関係への影響に配慮してください。

(5) 災害時の協力対応

災害時には避難施設として校舎の一部を解放し地域住民の避難場所として

協力してください。また、校庭についても災害時の応急仮設住宅建設予定地と

なっています。

(6) 調査・報告等

町は、本契約の履行状況等を確認するため、施設の利用状況を調査し、また

事業者から必要な報告を求めることができるものとし、事業者はその調査に協

力してください。

また、契約の日から１年以内に事業計画に基づく事業を開始してください。
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４ 施設概要

(1) 施設の所在地及び名称

所在地 〶３６８－０１０３ 秩父郡小鹿野町般若９０２

名 称 旧長若中学校

(2) 閉校した年月日

平成２８年３月３１日

(3) 建築物の概要

ア 構造 RC 造

イ 延床面積 1,643.56 ㎡

ウ 用途 校舎

エ 建築年（完成年月日） 昭和６３年３月１５日

(4)設備の概要

ア 水道 上水道口径７５ｍｍ

イ 下水道 合併浄化槽

ウ ガス プロパンガス

エ 空調 一部設置有（職員室、保健室、ＰＣルーム）

オ 電気 高圧契約（60KVA）

各部屋 100V(単相） 技術室のみ 200V（三相）使用可

(5) 貸出施設に含まない施設

ア 校庭

イ 体育館

ウ 駐車場

ただし、ア、イの施設利用者と共用で利用することはできます。

５ 募集期間等

(1) 募集期間等

令和４年４月２５日（月）から令和４年５月２７日（金）午後５時まで

(2) 現場見学会

ア 日時

令和４年５月１３日（金）午後２時から

イ 申込み

旧長若中学校利活用事業提出書類様式集の現場見学会出席者報告書（様式

１１）を令和４年５月１２（木）日午後５時までに本募集要項１２に記載す

る提出先に提出してください。

なお、現場見学会については、コロナ感染症対策のため１事業者３名まで

とします。

(3) 提出書類

ア 応募申請書（様式１若しくは様式３）

イ 役員名簿（様式２若しくは様式４）
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暴力団等を排除するため、必要に応じて埼玉県警察本部（刑事部組織犯罪

対策局捜査第四課）に対して行う照会に使用することがあります。

ウ 確約書（様式５）

エ 事業者概要書（様式６）

オ 公有遊休財産利活用実績調書（様式７）

カ 資金計画書（様式８）

キ 事業提案書（様式９）

ク 施設利用イメージ図（様式１０）

ケ 校舎見学会出席者報告書（様式１１）

コ 添付書類（様式６関係添付）

(ｱ) 法人の定款

(ｲ) 納税証明書（前年度分）

法人税等の滞納がないことを証明する書類

(ｳ) 登記事項証明書又は履歴事項全部事項証明書

(ｴ) 法人の印鑑登録証明書

(ｵ) 直近３ヶ年度の決算書

(4) 提出方法

本募集要項１２に記載する宛先に郵送でご提出ください。

併せて、上記(3)ア～コで定める書類はメールでもご提出ください。

６ 応募に関する留意事項

(1) 提出された応募書類は返却しませんのでご注意ください。また、応募書類を

公開する場合がありますが、提案内容以外（社名や企業独自のノウハウ等）を

公表することはありません。

(2) 提出された計画の内容は、募集期間終了後は変更できませんのでご注意くだ

さい。

(3) 応募内容に虚偽の記載があると認められる場合、又は応募資格を偽った場合

は失格としますのでご注意ください。

(4) 応募に係る経費は、すべて提案事業者の負担とさせていただきます。

(5) 応募書類の提出後に辞退する場合は、辞退届（様式１２若しくは様式１３）

を提出してください。

７ 優先交渉権者の選定方法

優先交渉権者を選定するため、小鹿野町空き公共施設利用者選定委員会におい

て一次審査（書類審査）を行い、上位３者を選定し、その後二次審査（プレゼン

テーション及びヒアリング審査）を実施します。なお、プレゼンテーション及び

ヒアリング審査は一般公開方式とします。

提案事業者が１社の場合であっても一次審査及び二次審査を実施します。

選定結果は、応募者全員に通知します。
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優先交渉権者としての決定を受けられないことにおいて生じる一切の損害や賠

償等について、町は一切の責任を負いません。

８ 契約・賃料等

(1) 施設の引渡し

契約締結後に施設を引渡します。

施設は現状引渡とし、貸付にあたり、町は修繕及び改修工事は行いません。

ただし、建物に著しい破損や修繕が認められる場合は双方協議のうえ、決定す

ることとします。

(2) 賃借料

無償

(3) 契約期間

契約は、契約開始から３年～５年（使用貸借の場合最長３年。賃貸借の場合

最長５年）の年度末までとし、町と協議し更新することができます。

賃貸期間には、提案事業に必要な施設等の改修期間を含むものとします。

(4) 原状回復

賃貸期間を満了した場合、又は施設等の利用を中止する場合は、原状回復し

て返還していただきます。ただし、町が認めた場合はこの限りでありません。

(5) 費用負担

ア 契約に要する費用 事業者

イ 提案事業の実施に係る施設の改修や設備に要する費用及び用途変更に係

る費用 事業者

なお、施設を改修する場合は、事前に町の承認が必要となります。

ウ 施設の維持・保全費用 別表「維持・保全費用の負担区分」のとおり

(6) 転貸について

転貸は事前に町と協議し町の事前承諾を得た場合のみ可能です。

(7) 停止条件

本募集については、公益性を求めることが必須であることから、募集応募

時、又は事業を進める上で公益性が認められないと町が判断した場合は、契

約を解除することがあります。また、その際に発生する費用並びに損害、賠

償について、町は一切の責任を負いません。

９ 応募に関する質問

募集要項の内容等に関する質問がある場合は、以下のメールにご質問ください。

E-MAIL promo@town.ogano.lg.jp

質問の受付期間は公募開始から令和４年５月１７日（火）までとします。なお、

本募集要項等と本募集要項等に関する質問に対する回答に相違がある場合は、回答

を優先します。

質問内容と回答については、以下の URL で公開します。
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https://drive.google.com/drive/folders/1lQ99zWEIoZiB-QL7wI69inp0dhwJbzv_

10 参考資料

校舎の平面図は別紙添付のとおりです。

11 その他

本募集要項に定めのない事項については、双方協議の上、定めることとします。

12 提出先・問合せ先

〶368-0201 埼玉県秩父郡小鹿野町両神薄２９０６番地

小鹿野町役場まちづくり推進室

TEL ０４９４－２６－６５８１

FAX ０４９４－７９－１２００

E-MAIL promo@town.ogano.lg.jp
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別表

維持・保全費用の負担区分

種 類 内 容
負担者

町 事業者

建物・工作物の全

部又は一部の破損

又はき損に伴う修

繕等

（事業者が行った

改修等については

除く）

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、

落盤、火災、争乱、暴動その他の甲又

はいずれかの責めにも帰すことのでき

ない自然的又は人為的な現象）に伴う、

建物・工作物の修復

○

事業者への引渡し後、経年劣化による

もの
○

利用者の責に帰する事由により、建

物・工作物の全部又は一部を滅失又は

き損した場合の修復

○

第三者の行為から生じたもので相手方

が特定できないもの（損害額が 100 万

円（税抜）以下の小規模なもの）

○

第三者の行為から生じたもので相手方

が特定できないもの（上記以外）
○

各種法定点検 建築基準法第１２条に基づく特殊建築

物の定期点検、消防法に基づく点検、

浄化槽法に基づく点検、電気事業法に

基づく点検等校舎の維持管理に必要な

点検の実施

○

建物の維持に関す

る保全管理

光熱水費や建物周辺の除草等、建物の

維持管理に必要な保全作業
○


